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                              2026年 6月 24日 

要   求   書 

厚生労働大臣 上野 賢一郎 殿 

 

いのちのとりで裁判全国アクション 

 

 2025年 6月 27日の最高裁判決を踏まえた対応策の実施にあたって、すべての対象者

が漏れなく追加給付を受け、かつ、不服申立ての機会を保障されるよう、以下の諸事項

の実施を求める。 

 

第１ 要求の趣旨 

１ 特に保護廃止された世帯への周知を徹底するため、特設ホームページによる案内

にとどまらず、テレビ・ラジオ・新聞・SNS 動画などのメディアや、当事者と接

する福祉事業者を通じるなどの方法による、徹底した広報を行われたい。 

２ 保護廃止された世帯の申出手続を簡素化し、申出書や必要書類の作成・収集援助

の仕組みをつくるとともに、戸籍謄本等の取り寄せ費用を無償化されたい。 

３ 「保護追加給付決定通知書」の標準書式の利用を徹底し、少なくとも既存のシス

テムの決定通知書式を用いる場合には、標準書式の 2枚目の内訳書を添付するなど

の方法で「追加給付」であることが理解できるようにされたい。 

４ 虐待やＤＶ等で出身世帯を離脱した者については、出身世帯の世帯主に対する給

付は行わず、例外的に個人単位での追加給付を行う取り扱いとされたい。 

 

第２ 要求の理由 

１ 保護廃止された世帯を対象としたテレビ・ラジオ等による徹底した広報 

国は、保護廃止された者については、申出によって初めて追加給付を行うものとし

ているが、申出を行うには申し出の必要性が周知されていることが前提である。 

そのためには、現在の特設ホームページでの広報だけでなく、テレビ・ラジオ・新

聞・ＳＮＳ動画で政府広報コマーシャルを流すなど徹底して周知を図るべきである。 

さらに、社会福祉協議会、地域包括支援センター、障害者の作業所や A型・B型事

業所など、高齢者や障害者と日常的に支援している人々への周知も意識的に行うべき

である。 

 

２ 保護廃止された者による申出手続の簡素化と費用や手続の援助制度の構築 

令和 8年 2月 20日付け厚生労働省社会・援護局長通知（最終頁）は、申出にあた

って【必ずご提出いただく資料】として、①顔写真付きの本人確認書類、②全世帯員

の戸籍謄本の写し、③外国人の場合、全世帯員の住民票写し、④口座情報が確認でき

る預貯金通帳の写しなどを列記している。 

しかし、①を持っていない者もいるし、当事者の中には高齢や障がい・傷病などの

ため、②以下の書類を自分で準備するのが難しい者も少なくない。 
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よって、すべてが揃わなくても柔軟な判断が可能となるよう要件を緩和すべきであ

るし、書類の作成や収集の作業を丁寧に援助する仕組みを構築すべきである。 

特に、同一自治体内で実施機関をまたいだ転居を繰り返している世帯に対して、転

居前の実施機関への申出を必要とする場合には、当該自治体において生活保護利用の

データを保有しているので、手続きは大幅に簡素化すべきである。 

また、被害者が被害の補償を受けるための費用を負担しなければならないというの

は不正義であるから、年金裁定の場合と同様に戸籍謄本や住民票の取り寄せ費用は無

料とすべきである。 

 

３ 「追加給付」であることがわかる決定通知書書式の利用 

大阪市や横浜市などにおいては、平常時に利用されている保護決定通知書の書式に

基づいて「追加給付」が行われている。これは、本年 3月 26日の自治体向け説明会

をふまえて作成配布された Q＆A（18）において、「事務負担軽減のため既存のシス

テムの保護変更決定通知書によることとして差し支えない」とされていることによる。 

しかしながら、既存の決定通知書の書式は、厚生労働省が示している「保護追加給

付決定通知書」の標準書式とは異なり、追加給付の理由、全体の対象期間、給付の具

体的内容（保護費の種別ごとの金額や対象期間）が明示されていないため、受け取っ

た者には、最高裁判決をふまえた追加給付であることが全く理解できない。 

これでは不服申立の機会は実質的に奪われることになり、付記理由として不十分で

あることが明らかであるから、審査請求や取消訴訟において手続違反を理由とした取

消しが命じられる可能性も高い。 

そこで、標準書式の利用を徹底し、少なくとも既存の書式を流用する場合には、一

部の自治体が行っているように、標準書式の 2枚目（保護費の種別ごとの金額や対象

期間の内訳書）を添付するよう、改めて周知すべきである。 

 

４ 虐待等により出身世帯を離脱した者に対する追加給付 

前記局長通知は世帯単位での追加給付を前提としているため、例えば、Ａ（世帯主）

とＢが同一世帯で生活保護を利用していたが、Ａの虐待やＤＶによってＢが世帯を離

脱したような場合でも、同一世帯だった時期の追加給付がすべてＡに対して行われる

ことになる。 

しかし、かかる運用によると、Ｂは追加給付を手にすることができなくなってしま

うし、追加給付を手に入れるためＡに連絡することによって虐待等が再燃する危険が

高い。 

したがって、このように特殊な事例において、世帯員が世帯を離脱した場合には、

個人単位で追加給付を行う例外的な運用を行うべきである。 

 

以 上 


